
























































































































































































































































































































大学部) 第10号.~ (1985 (昭和60))においては公
開講座の解説文に確かに大きな違いが認められる。
本学の研究成果を広く社会に開放し、社会人の教養
を高め、文化の向上に資することを目的として実施
されている。昭和54年度から昭和58年度までの実
施状況は次のとおりである。
ここでは「最近における社会の急速な進展に応じ
て必要な生活上、職業上の専門的な知識JI社会の急
速な進展に応じて必要な生活上、職業上の専門的な
知識・技術」といった「開放講座j当時からlO年間
顔を出していた、科学の急速な進展に応じて社会人
の専門性を高めるため、という公開講座の設置目的
が一旦手放されており、大学の専門的研究はその成
果を直接に伝達するという形ではなく、社会人の教
養を高め、文化の向上に資するという目的のために
活用されることとなっている。
大学の持つ教育機能の、中でも教養教育の機能を
活用して行われるのが公開講座であるという定義付
けは、ここまでの山形大学における公開講座の歴史
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を眺めてもまた一つの画期であったと言える。
こうして W55年誌』において山形大学と地域社会
の関係を考える際には筆頭に挙げられる内容を持っ
た「公開講座lの原型が成立し丸世に種々ある公
開講座の中でも、 1999年当時の山形大学の公開講
座は大学の持つ研究・教育機能のうち特に教養教育
の機能を活用し、しかし単に地域社会における教養
を高めるのみならず、その先に地域社会の文化の向
上に資する、という高い目的を持って展開されてい
たことは重要である。
5.考膚
ここまで山形大学と地域社会の関係を『山形大学
50年制の記述を手掛かりに「公開講座jの側面か
ら見て来た。大学と地域の関係について山形大学公
開講座の歴史からは以下のようなことが考察され
る。
(1 )地域藍携活動の一貫性
見て来たとおり山形大学「公開講座Jと言っても、
その内容は歴史の中で大きく変化している。 当初志
を立てた「公開講座jの実現には10年の年月がかか
っており、またその聞に開講された教員向けの意味
合いが強い諸講座に関しては少なからぬ人数が受講
しているにもかかわらず『山形大学50年誌』の記述
では「認定講習としての性格が強かったJr当初の公
開講座Jとして位上に載せることを避けているほど
に性格の違うものとなっている。大学と地域の関わ
り方という視点から見れば、数年ごとに大きく様変
わりしてしまう制度のデメリットは大きい。しかし
公開講座がその性格を転じた後も、山形大学では教
員向け講習には別途現職教育の講座を設けるなどし
て継続性の確保に努めていた。一度地域の中で果た
し始めた役割は放棄しない、ということは大学と地
域の関わりを考える上で重要である。
なお公開講座の一貫性という意味では1965.70年
の「開放講座J断tを区切りとして前後の差異は明
らかであるが、いずれの時代も大学の持つ「研究」
「教育」という機能の成果を公開して行くという根
幹の発想は共通している。 r公開講座Jという構想
の中で、大学の持つ教育リソース等の諸条件に鑑み、
最初期は教員集団に向け、 「開放講座J時代は農業
関係者に向けた講座が開講されたが地域社会の文化
の向上という大きな目的に即して、徐々に地域一般
の人々を対象とした講座が整えられてきたという山
形大学公開講座発展の歴史と捉えることが出来る。
(2)地域社会を教育対象として捉え直す
前述の公開講座としての一貫性とも関わるが、地
域社会の文化の向上を目的とするにしても、肝心の
地域社会の側に立つ受講者の反応についての記述が
殆ど見られなlt¥このため、数年ごとに生じる大掛
かりな変化が地域のニーズに応じた面もあったのか、
国立大学という立場から教育行政の変化に応じて一
一言わば地域住民不在のまま「公開講座lが様変わ
りしていたのかは不明瞭となっているo
『山形大学55年制には公開講座に関して『近年
開講数は増加しているものの、募集人員を確保する
のが困難になっているのも事実であるJ(P.111)とい
う記述がある。もとより募集人員が確保出来ていれ
ばそれが文化の向上に資する講座であるという証明
になるわけではないが、受講者数は一つのバロメー
ターではある。地域社会の文化の向上という大きな
目的を立てたからには、公開講座の内容が旭樹士会
に受け入れられ、文化の向上につながるものである
かどうかを検証することは重要である。
一方的な知識の受け渡しではなく、学習意欲を見
極め、教育活動を行い、成果を検証し改善して行く
という教育機能を活用することが地域の中で大学が
果たすべき重要な役割の一つである。
(3)大学の研究教育機能を活かした地域貢献
1999 (平成11)年の時点で山形大学公開講座が志
向していた大学の持つ「教養教育」の機能を地域の
文化向上に生かすとしづ発想の意義には大きなもの
があるが、一つ考慮しておくべき事項もある。
山形大学創立直後の段階から公開講座の志向して
いた「広く大学教育の門戸を県民に開放し」という
発想が「開放講座lの時代に具体化され「太学および
高等学校の教育機能を社会教育面に活用」という表
現に改められたことは既に見た。そしてこの教育機
能については「開放講座jが「公開講座lに戻った
時代に更にもう一郎僻しく文章化されている。
『山形大学年報(付山形大学工業短期大学部) 第
6号.~ (1975(昭和5ω)に見られた「大学の専門的 ・
総倒句な教育機能を社会教育面に活用し」がそれで
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あり、ここにおいては大学の専門的教育機能と総合
的教育機能の双方を活用することの重要性が説かれ
ている。 r1982~昭和57)年規則を改正」した後には、
教養教育機能の重視から前者の専門的教育機能を活
かすという部分は見えづらくなっている。
しかし「本学の研究成果を広く社会に開放し、社
会人の教養を高め、文化の向上に資する」という公
開講座の目的を鑑みれば、大学の専門的教育機能も
文化の向上のために積極的に活用されて良し冶大学
で展開される公開講座の内容は、高度な専門的研究
成果が十全に活用された、大学でなければ実施でき
ない真理の探究に根差した教養教育であることが重
要であろう。
おわりに
以上『山形大学50年制における「公開講座lに
ついての記述を手掛かりに山形大学と地域社会の関
係について考察し九
2014 (平脚6)年現在の山形大学の学部規則では
公開講座について以下のように定められている。
(公開講座骨
第62条本学における教育研究活動の成果を広く
祉会に開放し生涯学習の機会を提供するため.公
開講座等を開設することがある。
大学教育の門戸を広く開くという1951(昭和26)
年以来の志は引き継がれて、考察 (1)で述べた公
開講座の一貫性は保たれているかに見える。
また考察 (2)で述べた地域からの視点について
は「生涯学習の機会を提供」という営為を地域がど
う評価するかにかかっていると考えられる。
しかし考察 (3)で述べたような社会の進展への
対応のための専門性を身につける、或いは教養を高
めるといった諸要素が「生涯学習」という言葉に包
括されたことにより、かつて力強く掲げられていた
「文化の向上に資する」という目的は見えづらい。
地域にかかる大判虫自の目的を持って「生涯学習
の機会を提供する」ことが重要となるだろう。
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